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国家のより厳格な環境保護措置
―EC条約９５条による国家の保護措置との比較を中心に―
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．序
１．問題設定と検討の対象
EC条約２条は共同体の目的を定めているが，そこには「環境の高水準
での保護および環境の質の改善」が目的の一つとして挙げられている。ま
た，共同体の政策を列挙する EC条約３条においても「環境の分野におけ
る政策」が同条１項（１）に明示的に定められている。さらに，EC条約に
は「環境」と題される編がおかれている。この環境と題される第１９編は，
EC条約１７４条，１７５条および１７６条の３か条から構成されている。この３
か条には，それぞれ特別な役割が割り当てられている。最初の条文，EC
条約１７４条には，共同体の環境政策の目的（１項），並びに，予防原則，汚
染源優先是正の原則および汚染者負担の原則という EC環境政策における
３原則（２項）などが定められている。２番目の条文，EC条約１７５条は，
法的根拠として用いられる。ECは国家ではないために，ECは構成国か
ら条約により権限を移譲された範囲においてのみ行動することができる。
換言すれば，EC条約に法的根拠がなければ無権限となり，ECの行為は
後に取り消されることになる。環境政策における措置は EC条約１７５条１
項あるいは２項に依拠して採択される。そして，３番目の条文，EC条約
１７６条は国家に単独措置（Nationale Alleingänge）をとることを可能にす
る条文である，すなわち，共同体の措置が採択されたにもかかわらず，そ
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こから逸脱して構成国が既存の国内法を維持したり，あるいは，新たに国
内法を制定したりすることを可能にする。本稿では，この EC条約１７６条
を中心に取り扱うことにする。
EC条約１７６条は保護強化条項（Schutzverstärkungsklausel）と呼ばれる。
EC条約の中にはこのように保護強化条項と呼ばれるものが複数存在する。
域内市場の確立と運営にかかわる EC条約９５条４項および５項，社会政策
に関する規定，EC条約１３７条４項，並びに，消費者保護に関する規定，EC
条約１５３条５項がそれに当たる。EC条約１３７条４項１および EC条約１５３条
５項２は EC条約１７６条とほぼ同様な主旨を有している。他方，EC条約９５
条４項および５項は保護強化条項とされ EC条約１７６条と共通点を有する
ものの，相違点を有している。
EC条約１７６条は，象徴的な意味しかないと批判されることもあるが，
後述する最近の欧州司法裁判所の判決において，EC条約１７６条の適用を
活性化させうる判断が下された。今後 EC条約１７６条の積極的適用が増加
する可能性がある。本稿では，EC条約１７６条の意義を法的観点から明ら
かにするとともに，欧州統合における EC条約１７６条の位置づけを行うこ
とを目的にする。まず，EC条約１７６条の成立，発展を見，次に同条の内
容を明らかにする。さらに，同条に関連する欧州司法裁判所の判例を検討
した上で，最後に結論として，EC条約１７６条の意義を述べたい。それら
の検討の際には，特に EC条約１７６条を EC条約９５条４項および５項と対
比することにする。本稿では，検討対象を環境分野における国家の単独措
置に限定し，EC条約１３７条４項および EC条約１５３条５項には必要な範囲
においてのみしか触れない。また，国家の暫定的措置を認めるいわゆる保
護条項（Schutzklausel）と呼ばれる EC条約９５条１０項および EC条約１７５
条５項は検討対象とはせず，必要な範囲においてのみ触れることにする。
なお，EEC条約から EC条約への名称の変更や条文番号の変更があり，
また同時に，条文自体の内容の変更もあり複雑であるが，まとめると，次
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のようになる。本稿で扱う現行の EC条約１７６条は，単一欧州議定書によ
る改正で，EEC条約１３０t条として追加されたものであり，マーストリヒ
ト条約により，EC条約１３０t条となり，アムステルダム条約による改正に
より，EC条約１７６条となった。他方，現行の EC条約９５条４項および５項
は，単一欧州議定書による改正で，EEC条約１００a条４項として追加され，
マーストリヒト条約により，EC条約１００a条４項となり，アムステルダム
条約により，EC条約９５条４項および５項となった。
２．EC条約１７６条と EC条約９５条４項および５項の対比の意義
EC条約１７６条と EC条約９５条４項および５項との対比にはどちらも保護
強化条項で国家の環境分野の単独措置に関する条項という共通性をもって
いることのほかに，次のような意味がある。共同体の環境政策における措
置は，前述したように EC条約１７５条１項または２項を法的根拠にして採
択される。しかし，環境にかかわる措置は同条のみならず，EC条約の別
の条文を法的根拠にして採択されることがある。それは，いわゆる横断条
項といわれる EC条約６条が，「特に持続可能な発展を促進するために環
境保護という要件が，３条に規定される共同体政策と活動の定義と履行の
中に取り入れられなければならない」と定めており，共同体の別の政策に
おいても環境保護を考慮に入れることが義務づけられているからである。
よって環境に関する措置は EC条約１７５条のみならず EC条約９５条を法的
根拠とすることも可能である。EC条約に環境保護に対する個別の法的根
拠が導入された後も，EC条約９５条を法的根拠とする場合がある。例えば，
自動車の排気ガスによる大気汚染に関する措置は EC条約１００a条（現 EC
条約９５条）を法的根拠にしている３。実際，これまで環境に関する措置の
法的根拠条文が EC条約１７５条なのか EC条約９５条なのかという法的根拠
選択の問題が欧州司法裁判所に繰り返し取り扱われてきた４。
これらの法的根拠選択問題にかかわる諸事件は，立法手続の差異，特に
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欧州議会の立法手続における参加の度合いの差異が原因で起こっていた。
しかし，EC条約１７５条（EEC条約旧１３０t条），９５条（EEC条約旧１００a条）
の立法手続が度重なる条約改正で変更され，両者とも欧州議会と理事会の
共同決定手続（EC条約２５１条）を要請するようになり，従来の観点から
では法的根拠選択の問題がなくなるはずであった。しかし，本稿で対象と
する EC条約１７６条と EC条約９５条４項および５項の適用条件・法的効果
に相違があり，その相違が近年の欧州司法裁判所により明瞭にされ，本稿
で問題とする国家の単独措置の可能性という別の観点から新たに法的根拠
選択が重要性を帯びるようになってきている５。
．EC条約１７６条と EC条約９５条の成立と発展
１．EC条約１７６条と EC条約９５条の成立
EEC条約（現 EC条約）は当初環境政策に対する個別条文を含んでい
なかったため，環境に関する措置は，１９８７年に単一欧州議定書が発効する
までもっぱら EEC条約１００条（現 EC条約９４条）と EEC条約２３５条（現 EC
条約３０８条）のどちらか一方あるいは両方を法的根拠にして採択されてい
た６。単一欧州議定書により，EEC条約１００a条（現 EC条約９５条）と EEC
条約１３０s条（現 EC条約１７５条）および EEC条約１３０ｔ条（現 EC条約１７６
条）が EEC条約に追加されることになった。
それを受け，環境に関する措置は，EEC条約１００a条または EEC条約１３０
s条を法的根拠として採択されるようになった。採択された措置から逸脱
する構成国国家による単独措置（nationale Alleingänge）を許す条文が，EEC
条約１００a条の場合は同条の４項に，EEC条約１３０s条の場合は別の独立し
た条文 EEC条約１３０t条に挿入された。
（１）EEC条１００a条（現 EC条約９５条）の成立
EC条約９５条は，欧州経済共同体（EEC）を設立した当初の EEC条約
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にはなかった条文である。１９８７年に発効した単一欧州議定書により，EEC
条約１００a条として，新たに挿入された。EEC条約１００条（現 EC条約９４条）
は，「理事会は…共同市場の確立または運営に直接影響を及ぼすような構
成国の法律，規則または行政規定を接近させるための指令（命令）を全会
一致で定める」としている。同条は１項からのみなり例外規定や逸脱規定
なども含まれていない。他方，追加された EEC条約１００a条は５カ項から
なっており，１項において「…理事会は…域内市場の確立と運営を目的と
する構成国の法律，規則または行政行為によって規定される諸法規を接近
させる措置をとらなければならない」と定められた。現行の EC条約９５条
４項および５項に相当するのが，EEC条約１００a条４項である。
EEC条約１００a条４項が挿入された理由は，以下の通りである。EEC条
約１００条が理事会の全会一致を要請するのに対して，EEC条約１００a条は理
事会の特定多数決で十分とする。EEC条約１００a条は，EEC条約１００条と
は異なり，例外規定や逸脱規定を含んでいるが，それは，理事会の全会一
致ではなく特定多数決を採用したことの代償である７。逸脱対象事項につ
いて，イギリスとアイルランドは，EEC条約１００a条により人，動物，植
物の健康に関する保護措置が損なわれてはならないと考え，EEC条約１００
a条４項を要請した８。また，特に，EEC条約１００a条４項の逸脱理由の一
つとして環境が挙げられたのは，当時環境分野における法制が進んでいた
ドイツとデンマークが，自国代表の反対にもかかわらず特定多数決により
採択された調和措置により自国の環境基準が低下することを恐れて要求し，
それが受け入れられたためである９。もっとも，EEC条約１００a条（現 EC
条約９５条４項および５項）は上述したように全会一致をやめることの代償
として導入されたが，EC条約９５条４項あるいは５項に基づく国内措置を
とる際に，反対したり棄権した構成国のみならず，共同体の措置に賛成し
た構成国も国内措置をとることができる１０。
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（２）EEC条約１３０t条（現 EC条約１７６条）の成立
EEC条約１００a条とは異なり，EEC条約１３０s条は理事会の全会一致を要
請しており，理事会の代表は拒否権を有していた。それでは，なぜ EEC
条約１３０t条，すなわち，「１３０s条に基づいて採択された保護措置は個々の
構成国にこの条約に合致するより厳格な保護措置を維持しまたは導入する
ことを妨げない」という条文が挿入されたのか。
EEC条約１００a条４項に調和措置からの逸脱理由としてドイツとデンマ
ークが環境を挿入するように要請したように，EEC条約１３０t条は，ドイ
ツおよびデンマークなどの環境政策先進国の懸案事項を考慮することで導
入された１１。ドイツおよびデンマークなどが，全会一致のために，「最低ラ
インの共通項」で共同体の環境政策が水準化されることをおそれたためで
ある１２。
しかし，この EEC条約１３０t条は全くそれまで存在しなかった考え方を
実定法化したのではなく，単一欧州議定書発効以前に採択された環境に関
する措置は実際には既に構成国によるより厳格な保護措置を許容する条文
を含んでいた１３。例えば，EEC条約１００条と２３５条を法的根拠に採択された，
環境への公的および私的計画の効果の評価に関する１９８５年６月２７日の理事
会指令８５／３３７／EECでは，その１３条に「この指令の規定は環境影響評価
の際に範囲と手続に関し，より厳格な規則を定める構成国の権利に影響を
与えるものではない」と定められた１４。また，EEC条約１００条と２３５条の両
方を法的根拠とした二酸化窒素に対する大気質基準に関する１９８５年３月７
日の理事会指令８５／２０３／EECの５条は，「構成国は何時でも本指令に定
めるものよりも厳格な値を定めることができる」とした１５。よって，EEC
条約１３０t条は，これまでの慣行をより確実な形で認めるために実定法化
されたものと捉えられる。EC立法におけるこのような条項は単一欧州議
定書発効後消えてきている１６。これは，各共同体措置に個別的に条項を挿
入する必要が EEC条約１３０t条（現 EC条約１７６条）の追加によりなくなっ
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たためであると考えられる。なお，同条は，当時保護強化条項を含んでい
なかった指令にも適用される１７。
２．EC条約９５条および EC条約１７６条の発展
１９８７年発効の単一欧州議定書は，ヒト・モノ・カネ・サービスの自由移
動が確保される域内市場の１９９２年末までの完成を目標とした。単一欧州議
定書発効後，欧州司法裁判所の判例においても環境保護が共同体の目的の
一つであるという判断が示された１８。また，域内市場の完成年とされた１９９２
年に締結された欧州連合条約（マーストリヒト条約）によっても，環境保
護が共同体の重要な目的の一つとして認識されるようになった１９。マース
トリヒト条約による EEC条約の改正により，EEC条約は EC条約に名称
を変更し，共同体の政策の一つとして「環境政策」が EC条約３条（k）に
追加された。さらに，１９９７年に署名されたアムステルダム条約による EC
条約の改正によって環境保護が共同体の目的の一つとして，明示的に「環
境の高水準での保護および環境の質の改善」（EC条約２条）と定められ
た。また，EC条約１７４条２項には，「共同体の環境政策は…高い水準を目
的とする」という文言が付け加えられた。
EEC条約１００a条はマーストリヒト条約による改正によって理事会の特
定多数決から欧州議会と理事会の共同決定手続（EC条約１８９b条（現 EC
条約２５１条））に変更された。他方，EEC条約１３０s条はマーストリヒト条
約による改正によって法的根拠が２つに分けられ，１つは，理事会の全会
一致から原則的に理事会の特定多数決で十分とする協力手続（EEC条約
１８９c条（現 EC条約２５２条））（EC条約１３０s条１項），もう一つは理事会の
全会一致を要請する諮問手続（EC条約１３０s条２項）に変更された。さら
に，EC条約１３０s条１項はアムステルダム条約による改正によって欧州議
会と理事会の共同決定手続（EC条約２５１条）に服することになった（EC
条約１７５条１項）。EC条約１３０s条２項には，理事会の全会一致が残された
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（EC条約１７５条２項）。
共同体政策における環境保護の認識の高まりおよび立法手続の民主化と
あいまって，EC条約１００a条４項ならびに EC条約１３０t条も次のように変
化していった。
（１）EC条約１００a条４項から EC条約９５条４項および５項への発展
EC条約１００a条４項は，その後１９９７年に署名され，１９９９年に発効したア
ムステルダム条約によって改正され，EC条約９５条４項および５項になっ
た。EC条約１００a条４項は，「理事会が特定多数決により調和措置を採択
した後に，構成国が３６条に掲げる制限または禁止の必要が大であることを
理由として，または，環境もしくは労働環境の保護にとって，国内規定を
適用することが必要とみた場合には，当該構成国はこの国内規定について
委員会に通告する。…」と定められていたため，調和措置の採択後新たに
国内規定を制定することができるか否かが条文からは明らかではなかった。
EC条約９５条４項は，「理事会または委員会によって調和措置が採択さ
れた後に，構成国が３０条に規定されるような，または環境保護あるいは労
働環境に関する大きな必要性のゆえに，国内規定を維持することが必要と
判断する場合には，維持の理由とともにそれらの規定を委員会に通知しな
ければならない」とし，同条５項は，「さらに４項を損なうことなしに，
理事会または委員会によって調和措置が採択された後に，構成国が調和措
置の採択後に当該構成国に特別な問題が生じたという理由で，環境保護ま
たは労働環境に関する新しい科学的根拠に基づく国内規定の導入が必要と
判断する場合には，導入の理由と共に当該規定を委員会に通知しなければ
ならない」と定められたことで，既存の国内法の維持のみならず，これま
で学説上議論のあった，調和措置採択後の新たな国内法制定の可能性が条
文上認められることになった。
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（２）EC条約１３０t条から EC条約１７６条への発展
上述したようにマーストリヒト条約ならびにアムステルダム条約による
E（E）C条約の改正により，EUにおける環境政策の比重が高まった。しか
し，EEC条約１３０t条の条文自体は，大幅な変更を受けていない。EEC条
約１３０t条に対しては，マーストリヒト条約により「委員会に通知する」
という文言が追加されるにとどまった。その後，技術的な変更がアムステ
ルダム条約によりなされ，現行の条文「１７５条に従ってとられる保護措置
は，構成国がより厳格な保護措置を維持または導入することを妨げない。
当該措置は，この条約と合致するものでなくてはならない。それらは，委
員会に通知される」の形となった。
．EC条約１７６条と EC条約９５条４条および５項に基づく国家の単独措置
ここでは，EC条約１７６条と EC条約９５条４項もしくは５項による国家の
単独措置の相違を適用条件（１），共同体措置と国内保護措置との関係（２），
並びに，完全な調和との関係（３）から見ていくことにする。
１．国内措置の維持または導入の条件
EC条約９５条４項と５項により国内措置の維持と新たな措置の導入が区
別されている。EC条約９５条においては，既存の国内法を維持する場合は
EC条約３０条に規定されるような，または環境保護あるいは労働環境に関
する大きな必要性が構成国により示されなければならない（４項），他方，
新たな国内法を導入する場合には EC条約９５条に基づく調和措置採択後に
当該構成国に特別な問題が生じたという理由で，環境保護または労働環境
に関する新しい科学的根拠に基づく国内規定の導入が必要ということを示
さなければならない（５項）。よって，新たな国内法を導入する場合には
既存の措置の維持の場合に比べより厳しい条件を満たす必要がある。さら
に，どちらの場合も欧州委員会に通知し，承認を得る必要がある。特に EC
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条約９５条５項の適用の際に用いられる厳格な条件は，新たな国内措置の導
入が EC法の優位により生じる第二次法の先占効果（pre-emption effect）
を破ることになるため２０，委員会のコントロール，ひいては欧州司法裁判
所のコントロールが必要とされる２１。
他方，EC条約１７６条における「維持または導入することを妨げない」
という文言は既存のより厳格な国内規定の維持と同様により厳格な国内措
置を導入できることを意味する。両者の間には差異は設定されていない。
また，構成国は欧州委員会に通知しなければならないが，承認を得るとい
う手続は定められておらず，EC条約９５条の場合に比べ，緩やかな条件と
なっている。
２．共同体措置と国内措置との関係
EC条約９５条の場合，EC条約９５条１項に従ってとられる共同体措置の
目的は域内市場の確立と運営である。しかし，EC条約９５条４項に基づく
国内措置は，EC条約３０条に規定されるような，または環境保護あるいは
労働環境に関する大きな必要性がある場合にとられる。EC条約３０条は，
構成国の数量制限の禁止に対する例外事項，すなわち，公共道徳，公秩序，
公共の安全，人間と動物の健康および生命の保護などの正当化理由を定め
ている。国家による単独措置は EC条約３０条に掲げられる理由，環境保護
あるいは労働環境上の理由となり，域内市場の目的とは異なっている。ま
た，EC条約９５条５項は，EC条約３０条に列挙されるような理由では国内
措置は許容せず，環境保護または労働環境に関する理由に限定している。
換言すれば，EC条約９５条１項に依拠する共同体の措置と EC条約９５条４
項または５項のいずれに依拠するにせよ許容される国内措置は同一方向を
向いているのではなく，むしろ相反する可能性をもっている。それゆえ，
EC条約９５条１項に基づく共同体の措置と EC条約９５条４項あるいは５項
に基づく国家の単独措置は目的が異なっている。よって，EC条約９５条４
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項および５項は逸脱規定（Ausscherklausel）と捉えられ，また，法の一
体性（Homogenität des Rechts）を危険にさらしめる効果を有するゆえに，
他の例外規定の解釈と同様に狭く解釈されるべきものとされる２２。
他方，EC条約１７６条は「より厳格な措置」と定めており，EC条約１７５
条に基づいてとられる措置は環境保護の措置であるから，より厳格な保護
措置としてとられうるのは環境に関するものに限定される。結果，EC条
約１７５条に従ってとられる共同体措置も国家による単独措置も環境保護の
ための措置であり，両者の目的は同じと解される。国内措置が共同体措置
と同じ方向性をもったものを目的とし，共同体措置の一歩先を進み，EC
条約１７４条の目的と原則に近づくことに寄与する場合に，国家の単独措置
が許容される２３。それゆえ EC条約１７６条は制限解釈が要請される例外規定
ではないと捉えられる２４。
３．完全調和措置との関係
ECは構成国により権限を移譲された範囲においてのみ行動することが
できる（権限付与の原則）（EC条約５条１項）。ECが排他的権限を有す
る場合は，構成国に ECから再授権がなされない限り，ECのみが行動す
ることができる（欧州憲法条約―１２条１項参照）。他方，ECが構成国
との共有権限を有する場合は，ECおよび構成国が立法することができる
（欧州憲法条約―１２条２項参照）。しかし，構成国は ECが権限を行使し
た場合はもはや行使することができない（同項参照）。後者の効果を特に
先占効果（Sperrwirkung ; pre-emption effect）という。ECは域内市場お
よび環境分野において共有権限を有している（欧州憲法条約―１４条２項
参照）。すなわち，共同体の措置が域内市場あるいは環境分野において採
択された場合，その限りにおいて構成国は国内法の維持あるいは制定を制
約されることになる。EC法が国内法に優位する原則が判例法により確立
されているため，EC法に違反する国内法は適用できない。それでは，調
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和措置が EC条約９５条により採択されたり，あるいは，共同体の措置が EC
条約１７５条１項または２項に基づき採択される場合，先占原則との関係で
どのようになるか。
検討に入る前に，「調和（Harmonisierung ; harmonization）」概念を明ら
かにしておかなければならない。共同体がある分野において措置を採択し
たからといって，すぐにその分野において先占効果が生じ，構成国の行動
が制限されることにはならない。調和にも次のようないくつかの種類があ
る。種類の分類には学説によって若干の相違があるが，共通して見られる
分類は次の３つである２５。完全な調和（total or complete harmonization ;
abschlieβende, totale oder vollstandige Harmonisierung），選択調和（op-
tional harmonization ; optionelle Harmonisierung），最小限の調和（mini-
mum harmonization ; Mindestharmonisierung）。
完全調和の場合，すべての構成国において統一的な基準が創設される。
国家によるそれを超える基準も下回る基準も許されない。構成国は，明示
的に与えられた範囲のでのみ裁量を有する。これは，ECが競合的権限２６
を有し，それを行使する場合に起こり，その結果先占効果が生じると考え
られる。選択調和の場合は，共同体法の基準と国内法の基準の並存が許
される。例えば，ある共同体措置は製品に対し構成国の取引に適用される
製品基準のみを定めており国内市場にのみ存在する製品の基準は構成国に
委ねられている。これは，ECが並行的権限２７を有する場合に当てはまる
と考えられる。最小限の調和の場合は，共同体レベルで基準を設定する
が，より厳格な措置を構成国にとることを可能にする。これは，ECが競
合的権限を有し，それを行使する場合に起こり，その結果より緩やかな措
置をとれないあるいはその措置と合致しない措置はとれないという意味で
先占効果は生じるが，より厳格な措置はとることはできるという場合であ
る。
これに関連していつかの疑問が起こってくる。保護強化条項の存在にも
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かかわらず EC条約９５条および EC条約１７５条により完全調和を生じさせ
る措置を採択できるのか否か。EC条約９５条と EC条約１７５条による措置の
間には相違はあるのか。
EC条約はヒト，モノ，カネ，サービスの自由移動が確保される域内国
境のない領域である域内市場を漸進的に設立することを追求し，そのため，
EC条約は構成国立法の調和のための措置の採択を定めている。これが，
EC条約９５条である。EC条約９５条に基づき調和措置を採択することは可
能であり，それが完全な調和をもたらす場合は構成国は共同体措置から逸
脱する国内措置を維持したり導入することができない。しかし，その場合
であっても EC条約９５条４項あるいは５項の理由に依拠し，それが欧州委
員会により認められれば許容される２８。
他方，EC条約１７４条は国内法の調和を目指すとは定めておらず，１７５条
も目的の達成のための措置をとると規定しており，調和措置とは特に言及
していない。実際，EC条約１７５条と完全な調和措置採択の可能性の関係
について，学説上見解の一致はない。主なものとして，次の３通りの見解
が考えられる。まず，EC条約１７５条に基づいては完全調和措置の採択が
そもそも可能ではないという考え方と，可能であると前提する考え方に分
かれる。後者の場合は，さらに，２つの見解に分かれる。国家の単独措置
が認められないとする見解と認められるという見解である。
例えば，Kahlは，EC条約１７６条の新しいところは，完全調和措置が採
択された後でも構成国による改善措置が可能であるとし，これを建設的な
先占効果（Sperrwirkung）の打破と捉えている２９。Middekeも EC条約１７６
条を完結的および完全な調和（abschlieβende und vollstandige Harmonis-
ierung）が破られる例外として捉え，共同体がまだ行動していないあるい
はもっぱら部分的な調和しか存在しない場合には EC条約１７６条への依拠
は考慮されないとした３０。Calliessは，EC条約１７５条に基づく措置の先占
効果は最小限の程度（Mindestmaβ）に制限されることによって EC条約
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１７６条は構成国の行為権限を認めているとする３１。その上で，先占効果を有
する共同体措置と国内措置が重複する場合があるからこそ EC条約１７６条
の存在意義があるとする３２。Jarassは，EC条約１７６条は環境保護のための
強化保護措置が扱われる限り EC条約１７５条に基づく措置が決して完結的
な（abschlieβend）ものにならないことを確立するものであるとした３３。
また，共同体の立法者が完結的な規定を採択したいのであれば，EC条約
９５条に依拠しなければないともした。なお，欧州司法裁判所が EC条約１７６
条と完全な調和についてどのような見解をもっているのかは，で取り上
げることにする。
．EC条約９５条および EC条約１７６条に関する欧州司法裁判所判例
EC条約９５条および EC条約１７６条の相違を明らかにするために，以下に
おいて，両条にかかわる判例を取り扱うことにする。
１．EC条約９５条（旧 E（E）C条約１００a条）に関する裁判所判例
（１）C-41/93（France v. Commission）事件（１９９４年５月１７日判決３４）
〔事実概要〕
本件は，EEC条約１００a条（現 EC条約９５条）が改正される前の事件で，
EEC条約１００a条４項に基づくドイツの国内措置が問題となった事件であ
る。理事会は危険な物質の販売と利用の制限に関する指令７６／７６９／EEC
を修正する９１／１７３／EECを EEC条約１００a条に基づき採択した。ペンタ
クロロフェノール（pentachloronol : PCP）は，指令によってカバーされ
る危険物質のひとつであった。ドイツは，PCPに関し，指令９１／１７３／EEC
に代えて，国内規定を引き続き適用するために，EEC条約１００a条４項に
基づきそれを欧州委員会に通知した。欧州委員会は１９９２年１２月２日にドイ
ツの規定を承認する決定を採択した。
これに対し，フランスは，ドイツは PCP利用制限措置が EEC条約３６条
（現 EC条約３０条）に言及される必要性に基づき正当化されることあるい
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は労働環境や環境保護に関して比例性原則に則っていることを示しておら
ず，また，委員会は EEC条約１９０条（現 EC条約２５３条）に定める理由づ
け義務に違反したと主張し，委員会の承認決定の取消を EEC条約１７３条（現
EC条約２３０条）に従い欧州司法裁判所に求めた。
〔判決〕
欧州司法裁判所は，EEC条約１００a条４項の条件が満たされれば，その
規定は EEC条約１００a条１項に基づいた手続に従った調和措置から逸脱す
る法規の適用を構成国に許すことを確認した上で，この可能性は条約の根
本的な目的の一つ，すなわち，構成国間の物の自由移動に対する障害の除
去を達成することを目的とする共通措置からの逸脱になるゆえに，EEC
条約１００a条４項は委員会と欧州司法裁判所による審査に服することにな
ると判示した（判決２３―２４段）。
その上で裁判所は，問題となっている国内規定が EEC条約１００a条４項
に定める主な必要性の理由により正当化されるか，恣意的な差別や構成国
間の貿易制限になるか否かを欧州委員会が判定しなければならないとした
（判決２７段）。委員会は，ドイツの措置の目的は健康と環境保護であり，ダ
イオキシンにリンクしたがんのリスクから市民を保護することを意図して
いたと主張した（判決３２段）。しかし，裁判所は，EEC条約１９０条（現 EC
条約２５３条）の義務に基づき措置が採択に至った理由の陳述を含むべきで
あるが，本件ではこの条件が満たされていなかったために，当該委員会決
定を取り消すという判決を行った（判決３４―３５段）。
〔評価〕
本判決は EEC条約１００a条４項に関する最初の判例であった。本判決で
は欧州委員会が国内措置に承認を与えたにもかかわらず，欧州司法裁判所
がそれを取り消した。これにより EEC条約１００a条に基づく欧州委員会の
通知手続は単なる形式的なものではなく，実質的なものであり，その審査
が厳格になされなければならないことが裁判所により明らかにされた３５。
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この判決では，EEC条約１００a条４項「国内規定を適用する」という文言
の解釈につき，新たな国内法を導入することが可能か否かについては言及
されなかった。
（２）C-512/99（Germany v. Commission）事件（２００３年１月２１日判決３６）
〔事実概要〕
危険な物質の分類，包装およびラベルに関する国内法の接近に関する理
事会指令６７／５４８／EECを技術的な進歩に適合させるため指令９７／６９／
ECが採択された。ドイツは鉱滓綿に関しこの指令から逸脱する国内規定
を欧州委員会に通知した。しかし，欧州委員会は１９９９年１０月２６日の決定１９９９
／８３６／ECによりその承認を拒否した。これに対し，ドイツはこの決定
の取消を求めて，EC条約２３０条に基づき欧州司法裁判所に提訴した。
ドイツは指令９７／６９／ECを期限内に国内で実施した。しかし，指令９７
／６９／ECにある評価基準は十分な保護のレベルを与えるものではないと
考え，欧州委員会に指令９７／６９／ECに定められるものよりもより厳格な
措置である国内規定を導入する意図で１９９８年１２月１１日に欧州委員会に国内
措置を通知した。その申請は当時適用可能であった EC条約１００a条４項
に基づきなされた。
欧州委員会は１９９９年１０月２６日に EC条約９５条６項に基づき当該決定を採
択した。その決定の中で委員会はドイツによる要請は EC条約９５条５項に
定める実質的に条件に照らして正当化されず，よって問題となっている国
内規定は拒否されるとした。
〔判決〕
EC条約１００a条から EC条約９５条に改正される過渡的な時期の欧州委員
会に対する申請が問題となっていたが，それに対し，裁判所は次のように
判示した。
過渡的な規定がない場合には新たしい法規が旧規定の下で生じた状況の
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将来的効果に対して直ちに適用されることは確立された判例法である（判
決４６段）。
ドイツがアムステルダム条約により EC条約に導入された構成国法の調
和に関する新しい規定の発効に無知ではありえなかったことは明らかであ
る（判決６０段）。
EC条約９５条５項は，調和措置から逸脱する国内規定の導入は調和措置
の採択後生じる関係当事国に特有の問題を理由に環境保護または労働環境
に関する新しい科学的証拠に基づくことを要請している（判決８０段）。
条件は明らかに累積的なので，逸脱規定が委員会によって拒否されない
場合にはすべての条件が満たされなければならない（判決８１段）。
新しい科学的証拠に基づいていることが証明されていないので，EC条
約９５条５項の条件は満たされない（判決８７段）。
EC条約９５条５項の条件は累積的であるので，環境保護あるいは労働環
境ならびにドイツに特有の問題については審査する必要がない（判決８８段）。
〔評価〕
本判決は欧州委員会の拒否に対する不服を扱った最初の事件である。C-
41/93事件においては，欧州委員会の審査が形式的なものであったため，
欧州司法裁判所に取り消されたが，逆に，本件では，欧州委員会の審査が
厳格であったため取消が求められた事件である。
１９９９年５月１日にアムステルダム条約が発効し，有効な条文は EC条約
１００a条４項から EC条約９５条４項もしくは５項に変更された。本件にお
いては，EC条約１００a条が有効であるときに，ドイツが国内措置の申請を
行い，それに対する回答を委員会が EC条約１００条４条ではなく EC条約
９５条５項の適用条件に基づく審査をした上で決定を下したということが問
題になった。
EC条約１００a条と EC条約９５条４項もしくは５項の相違は，上述したよ
うに，既存の措置の維持と新たな国内法の導入に区別されたことと，後者
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に対しては，より厳格な適用条件が課されていることにある。本件で拒否
された理由は新たな科学的根拠が示されていないということであるが，こ
れは，EC条約１００a条４項には定められていなかった条件である。
欧州司法裁判所は，ドイツの主張を取り入れず，委員会が決定を下した
ときに有効であった EC条約９５条５項に基づく判断を肯定した。このこと
は，欧州司法裁判所が EC条約１００a条４項と EC条約９５条４項ないしは５
項を明確に区別したこと，さらに，EC条約９５条４項あるいは５項を例外
事項と捉え，その例外は厳格に適用しなければならないと考え，狭義に解
釈したことを示している。
また，欧州司法裁判所は EC条約９５条５項の正当化理由は選択的なもの
ではなく，累積的条件であることを明らかにした。よって，たとえ新たな
科学的根拠に基づく環境保護の措置であっても，関係構成国に特有の問題
でなければ承認されないことになった。
（３）C-3/00（Denmark v. Commission）事件（２００３年３月２０日判決３７）
〔事実概要〕
デンマークは食料品における亜硝酸塩および硝酸塩の利用に関する国内
法を欧州委員会に通知した。委員会は１９９９年１０月２６日の決定１９９９／８３０／
ECによりその申請を拒否した。デンマークは，これを受け，EC条約２３０
条に基づき欧州司法裁判所に同決定の取消を求めた。
〔判決〕
欧州司法裁判所は，まず，EC条約９５条４項および５項の相違を次のよ
うに区別した。
EC条約９５条において予定されている状況の相違は，１番目の状況（EC
条約９５条４項に基づく場合）は，国内規定が共同体の調和措置に先行して
いることである。国内規定は共同体立法機関に知られているが，共同体立
法機関は調和の目的のために国内規定に導かれることはできないしそれを
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追求しない。それゆえ，構成国が独自の法規に効力を持たせ続けることを
要請することが受け入れられると考えられる。そのため，EC条約はその
ような国内規定が EC条約３０条に定める主な必要性あるいは環境保護もし
くは労働環境に関連する理由に基づいて正当化されなければならないこと
を要請する。他方，２番目の状況（EC条約９５条５項の基づく場合）にお
いて新しい国内立法の採択は調和を危険にさらしめる可能性がより高い。
共同体機関は，当然のこととして，共同体調和措置を作成する際に国内条
文を参照することはできない。この場合，EC条約３０条に定める要請は（正
当化理由として）考慮に入れられない。構成国が新しい科学的証拠を示し，
かつ，新しい国内規定の導入の必要性が調和措置を採択した後に起こる関
係構成国にとって特有の問題から生じるという条件の下で，環境保護ある
いは労働環境に関する理由のみが受け入れられる（判決５８段）。
さらに裁判所は，本判決において国内措置に比例性原則が適用されるこ
とを以下のように判示した。
共同体の立法機関が構成国の国内規定から逸脱する調和措置を採択した
とき同構成国は共同体措置とは異なる，人の健康へのリスク評価を根拠に
して既存の国内規定の維持を求める申請をすることができる。そのために
は，申請する構成国はこれらの国内規定が共同体の調和措置よりも高い健
康保護のレベルを確保していること，ならびに，国内規定が目的を達成す
るのに必要なものを超えていないことを証明しなければならない（判決６４
段）。
〔評価〕
本件は，EC条約９５条４項および５項のそれぞれの適用範囲について明
らかにした最初の判例である３８。EC条約９５条４項に基づくときには構成
国に特有の問題である必要性はないが，同条５項に基づくときはそれが要
請されることを明確にした。また，既存の法の維持と新たな国内法の導入
では，域内市場の確立および運営に与える影響が異なるということを強調
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した３９。EC条約９５条４項と５項が区別されたことで，今後 EC条約９５条４
項の適用可能性は維持される一方で４０，EC条約９５条５項の適用可能性は
縮小することになると考えられる４１。
さらに，裁判所は，国内規定が比例性原則４２を遵守していることを構成
国が証明しなければならないということを明確に示した。
２．EC条約１７６条（旧 E（E）C条約１３０t条）に関する判例
（１）C-203/96（Dusseldrop）事件（１９９８年６月２５日先決裁定４３）
〔事実概要〕
１９９４年デュセルドロプ会社はファクトロン会社による加工のためにオイ
ルフィルターと関連廃棄物の積荷をドイツに輸出する許可を所轄大臣に申
請したが，拒否された。その拒否の根拠として適用されたのが，オランダ
の国内法である，１９９３年６月の危険廃棄物の処理のための長期計画であっ
た。それによると，よりよい加工技術が海外に存在するあるいはオランダ
では廃棄物を加工する能力が不十分である場合にのみ，輸出が許可される
となっていた。すなわち，同等な加工技術の場合は廃棄物を輸出すること
が許可されなかった。そこで，デュセルドロプおよびファクトロン会社は
この決定を不服として，オランダの裁判所に訴えを起こした。
オランダ国内裁判所は，EC条約３４条，８６条，９０条および１３０t条（現 EC
条約２９条，８２条，８６条および１７６条）ならびに廃棄物に関する理事会指令
７５／４４２／EECおよび共同体廃棄物の積荷の監視・管理に関する理事会規
則２５９／９３の解釈につき，欧州司法裁判所に先決裁定を求めた。
EC条約１３０t条（現 EC条約１７６条）にかかわる付託事項は次のようなも
のであった。当該理事会指令と規則が再生利用用廃棄物の構成国間の船荷
に対する自己充足と近接性の原則（principles of self-sufficiency and proxim-
ity）の適用の根拠とならないとき，EC条約１３０t条が問題となっているオ
ランダ危険廃棄物処理長期計画の関連部分に含まれるような法規の根拠と
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なりうるか。
デュセルドロプ会社と欧州委員会は，次のように主張した。当該規則は
構成国間の船荷に関する法規に完全な調和をもたらしているため，原則的
に構成国は当該規則に依拠してのみそのような船荷に異議を唱えることが
できる。さらに，EC条約１３０t条は国内規定が特に EC条約３０条以下（現
EC条約２８条以下）と合致する限りにおいてのみ構成国に法規を採択する
ことを許可すると。それに対して，オランダは，採択された措置は最小限
の調和を構成するのであり，構成国が EC条約１３０t条を基礎に高いレベル
の保護を達成することを求めることを妨げるものは何もないと主張した。
〔先決裁定〕
欧州司法裁判所は当該規則と指令は自己充足性と近接性の原則が再生利
用用廃棄物に適用されないという意味に解釈されると結論づけた上で，EC
条約１３０t条（現 EC条約１７６条）の解釈の検討に移った。
裁判所は，EC条約１３０t条の原文を引用し，規定に従って再生利用用廃
棄物の自己充足性と近接性の原則を適用し長期計画において採択されたよ
うな措置が EC条約３４条（現 EC条約２９条）と合致するか否かを検討する
必要があると述べた（判決３９段）。
再生利用用廃棄物に対し自己充足性と近接性の原則を適用するという目
的と効果は廃棄物の輸出を制限することになり，EC条約３６条（現 EC条
約３０条）に従った環境保護あるいは人の健康および生命を保護するための
命令的要請（imperative requirement）によっては正当化されない。構成
国はそのような廃棄物に自己充足性および近接性の原則を適用するために
EC条約１３０t条に依拠することはできない（判決４９段）。
〔評価〕
本件においては，．３で上述したような，EC条約１７６条に基づく規則
が完全な調和か最小限の調和かという問題，さらに完全な調和の際に EC
条約１７６条が適用可能か否かという本質的な問題が争われたが，欧州司法
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裁判所は，この問題には直接回答せず，EC条約１７６条の「条約と合致し
なければならない」という条件が満たされないとして同問題を切り捨てた。
このように裁判所が同問題に言及しなかったことについて，以下のよう
な意見がある。
Jansは，EC条約１７６条が適用可能か否かを検討することなく，先に EC
条約２９条，EC条約３０条との合致の検討を行ったという事実はアプリオリ
には EC条約１７６条の適用を不可能とみなしていなかったということを示
しているようにも捉えられるが，他方，裁判所は本件においてこのことに
関しルールを作ることを望まなかったとも解釈できるとコメントした４４。
Notaroは，構成国が廃棄物の船荷を妨げることができる理由について
網羅的なリストを当該規則が含んでいたのにもかかわらず，裁判所と法務
官は本件では条約規定の範囲において EC条約１７６条が適用可能であると
考えているように見えると評した４５。Notaroは，それに関して考えられる
理由としては，完全な調和の場合でも EC条約１７６条は適用可能と考え
られていること，あるいは，規則は最小限の調和のみを規定しているこ
とを挙げた。その上で Notaroは，２番目の理由の方がより説得力がある
とした。その理由は以下のようである。詳細な規定であっても部分的な調
和に過ぎないので，EC条約１７６条が適用可能である。これは，環境立法
の特別な性質によって正当化されうるだろう。環境の状況における突然の
予見不可能な変化に対し，特別の状況に対する立法の迅速な採択が調和措
置が採択された後でも必要とされるかもしれないと４６。
（２）C-510/99（Tridon）事件（２００１年１０月２３日先決裁定４７）
〔事実概要〕
フランスのイゼール県のシャンパニエに居住するトリドンは，インコの
卵の人工孵化センターを経営していた。フランスにおいては，動植物の保
護に関する地方法典 L．２１１―１が，ワシントン条約および EC立法が明示
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的に定めるものよりもより厳格な措置をとることを認めていた。その実施
規則である，ガイアナ・デクレにより，訴訟において問題となっているコ
ンゴウインコを含む，野鳥種の輸送，販売，購買などの特定の活動が常に
かつフランスのすべての領域で禁じられた。トリドンは，コンゴウインコ
を販売したことにより，グルノーブル大審裁判所により刑事訴追を受けた。
同裁判所は，デクレが理事会規則３６２６／８２および理事会規則３３８／８７，EC
条約３０条（現 EC条約２８条）および３６条（現３０条），並びに，ワシントン
条約に合致するか否かについて，欧州司法裁判所に先決裁定を求めた。
〔先決裁定〕
欧州司法裁判所は，より厳格な国内措置の導入または維持について以下
のように判示した。
理事会規則３６２６／８２および規則３３８／９７が適用される動植物種に関して，
これらの規則は条約の規定に合致している限り構成国によりとられるまた
は維持されるより厳格な措置を排除しない。そのような措置の導入または
維持は，規則３６２６／８２では１５条に，規則３３８／９７については EC条約１３０s
条（現 EC条約１７５条）に基づいて採択されているので１３０t条（現 EC条
約１７６条）において定められていることになる（先決裁定４５段）。
原訴訟で問題となっている国内法が規則３６２６／８２および規則３３８／９７に
より定められる法規よりも厳格でそれが輸入品にも適用されうる場合，そ
れが EC条約３０条（現 EC条約２８条）に違反する量的制限と同等の効果を
有する措置を構成するか否かを検討しなければならない（先決裁定４８段）。
第二次法がその法規により定められるものよりも厳格な措置をとること
を排除していない分野においては産品の輸出に制限的な効果を有する可能
性のあるような国内法は動物の健康と生命の保護という目的を効果的に達
成するために必要である程度においてのみ条約に合致する。それゆえ，動
物の健康と生命が域内市場の貿易にとりより制限的でない国内措置により
同じように効果的に保護されうる場合，EC条約３６条（現 EC条約３０条）
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に定める逸脱から利益を引き出すことはできない（先決裁定５３段）。
原訴訟において問題となっている貿易の禁止に対する比例性の審査，特
に，目的が共同体の域内貿易により影響を与えない方法で達成されえたか
否かは追加的な情報なしには本件においてはなされえないということ，ま
た，そのような評価は科学的な研究および原訴訟の事実的状況に基づく特
別の分析を必要とすることが明らかである。そのような分析をするのは国
内裁判所である（先決裁定５８段）。
共同体立法，特に規則９３９／９７が原訴訟で問題となっているフランス法
よりも制限的でない措置を導入したという事実は，それ自体フランス法が
均衡性を欠くものであるという結論を正当化しない。そのような法は，目
的が共同体の域内貿易にとりより制限的でない措置によって同じように効
果的に達成されうることが明白である場合のみ追求される目的に対し均衡
性を欠くものとしてみなされうる（先決裁定５９段）。
〔評価〕
比例性原則においては，「とられる措置が追求される目的に対して均衡
性を有するものでなければならないこと（適合性の原則）」ならびに「目
的が，共同体の域内貿易にとりより制限的でない措置によっては達成され
えないこと（必要性の原則）」が問題となるが，拙稿で述べたように，本
件で裁判所は必要性の原則の審査においてより制限的でない手段が存在す
るか否かということ以上に，措置が効果的であるか否かという点を重視し
たと捉えられる４８。
本裁定では裁判所はフランス法が比例性原則に合致しているか否かは直
接判断を下していないが，比例性原則の判断基準を示した。よって，本件
では，比例性原則が国内法に適用されることが明らかな前提となっている。
しかし，不明確なのは，比例性原則が EC条約３６条（現 EC条約３０条）と
の関係で用いられたのか，あるいは，EC条約１７６条との関係でも用いら
れるという判断なのかという点である。換言すれば，EC条約１７６条の文
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言に言う「条約に合致しなければならない」という条文が単に EC条約の
条文のみを意味するのか，あるいは比例性原則のような一般原則にも合致
しなければならないのかという問題はここでは明らかにされなかった。
（３）C-318/98（Fornasar）事件（（２０００年６月２２日先決裁定４９）
〔事実概要〕
有害な廃棄物を排出したという責任で Fornasar他に対する刑事訴追が
行われていた。その中で EC法の問題，特に，有害廃棄物に関する理事会
指令９１／６８９／EECの１条４項と同指令１条４項に従った有害廃棄物のリ
ストを設定する理事会決定９４／９０４／ECの解釈に疑義が生じ，イタリア
の裁判所が欧州司法裁判所に先決裁定を求めた。
国内裁判所からの付託事項として，「理事会決定９４／９０４／ECによって
採択されたリストは網羅的と解する場合，リストに言及されてはいないが
指令９１／６８９／EECの付属書，およびに定める特徴を示す廃棄物は
排除されるのか」，また，「裁判所が有害廃棄物のリストを網羅的でないと
する場合，リストへの有害物質の自動的な追加は指令９１／６８９／EECの付
属書，およびを根拠に行われると考えられなければならないのか」
ということが挙げられた。
〔先決裁定〕
欧州司法裁判所は指令９１／６８９／EECがより厳格な国内措置を排除する
か否かについて次のように判示した。
共同体法規は環境分野においては完全な調和を果たすことを追求してい
ないことが認められなければならない。たとえ EC条約１３０r条（現 EC条
約１７４条）が達成されるべき共同体の目的を定めているとしても，EC条
約１３０t条（現 EC条約１７６条）および指令９１／６８９／EEECは構成国により
厳格な保護措置をとることを許している（裁定４６段）。
指令９１／６８９／EECは構成国が決定９４／９０４／ECにより定められる有害
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廃棄物のリストに定められているもの以外のものも有害廃棄物として分類
すること，また，そのような廃棄物の放棄，投棄あるいは未管理処理を禁
止するためにより厳格な保護措置を採択することも妨げない。もし構成国
がそのようにする場合は，構成国の管轄機関が指令９１／６８９／EECの１条
４項の２に従ってそのようなケースを委員会に通知する（裁定５１段）。
〔評価〕
理事会決定により採択されたリストが網羅的なものか否かが問題になっ
たが，裁判所は，共同体法規が環境分野では完全な調和を果たすことが追
求されていないとし，共同体の環境政策の特徴を示した。その根拠として
挙げられたのが，EC条約１７６条および指令９１／６８９／EECによる構成国の
単独措置の許容性である。もっとも問題となっている指令９１／６８９／EEC
は網羅的でないと後の判例で判断されているように，網羅的である場合，
EC条約１７６条が適用可能になるのかは不明である。
（４）C-194/01（Commission v. Austria）事件（２００４年４月２９日判決５０）
〔事実概要〕
本件においても上述した C-318/98（Fornasar）事件で問題となった指
令９１／６８９／EECが取り扱われた。C-318/98（Fornasar）事件では，同指
令および同指令に基づいて採択された決定の解釈が問題とされたが，本件
においては，欧州委員会がオーストリアに対し同指令ならびに他の指令の
不履行につき，条約違反の確認判決を求めて裁判所に提訴した。
本件では，欧州委員会は指令９１／６８９と決定９４／９０４によって採択された
リストが網羅的でないことを認識しており，構成国は指令の付属書およ
びに列挙される以外のものを有害廃棄物として分類することができ，よ
り厳格な措置をとることができると，C-318/98（Fornasar）事件判決に従
った意見を述べた。その上で，欧州委員会は，構成国がもしそのようにす
るのであれば，これらの措置を EC条約１７６条に従って，また，指令９１／
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６８９／EECの１条４項の２に従って委員会に通知しなければならないと主
張した。さらに，委員会は，共同体立法により調和された環境分野におけ
る構成国のより厳格な措置の可能性はそれらの共同体の措置を国内実施し
ない自由と同等とは考えられないとし，構成国は指令９１／６８９／EECを全
体として実施するように義務づけられている，その上で手続を遵守して，
ある一定の条件に基づいてのみ，さらに先に進むことができるとした。加
えて，義務不履行の防御として EC条約１７６条に依拠できないとも主張し
た。
これに対して，オーストリアは共同体法が環境分野において完全な調和
を果たすことを意図しておらず，EC条約１７６条と指令９１／６８９／EECはよ
り厳格な措置を採択する構成国の可能性を認めているとし，この文脈にお
いて，より厳しい内容をもったオーストリアの国内規定の維持は許容され
ると反論した。具体的には，共同体のリストにあるコードと記述は環境保
護，特に廃棄物の再生を保障するのに十分ではなく，国内措置に対して直
接的にそのようなリストを採用することは域内市場の機能を改善しないば
かりではなくオーストリアにおいて効力を持つ環境基準の低下をもたらす
ことになるだろうと主張した。
〔判決〕
本判決において裁判所は EC条約１７６条には言及せず，次のように判示
した。
指令９１／６８９／EECの１条４項の２および同項に従い設定された有害廃
棄物リスト（LHW）の説明の４からもそのリストが網羅的でないことは
当事者双方の共通の認識である。しかし，委員会とオーストリアは LHW
においてリストアップされる以外の廃棄物を有害物質とみなす可能性とそ
のようにみなす際に用いられる手続に関して対立した意見を持っている
（判決７２段）。
委員会が指令９１／６８９／EECの１条４項の２の下で構成国が LHWに列
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挙されていない廃棄物を有害廃棄物と分類する場合には委員会に通知しな
ければならないという委員会の指摘は正当である。しかしながら，委員会
はオーストリアが LHWを国内実施する１９９７年の規則を形式的に委員会に
通知したことによりその義務を履行したというオーストリアの主張に反論
していない（判決７３段）。
委員会はオーストリアの廃棄物のカタログが LHWにあるすべての廃棄
物を有害廃棄物として分類していることに異議をとなえていない。それゆ
え，他の廃棄物を有害として分類するリストを採択することによりオース
トリアが指令９１／６８９／EECおよび決定９４／９０４／ECの下での義務に違反
したということは欧州委員会によって示されていない（判決７４段）。
〔評価〕
裁判所は，指令９１／６８９／EECの１条４項の２に従ってより厳格な国内
措置をとる場合には委員会に通知しなければならないという委員会の主張
を認めた。これは，EC条約１７６条の場合も通用すると考えられる。
本件においては，条約違反が争われて，構成国が EC条約１７６条による
より厳格な措置により指令の不履行を正当化しようとした。裁判所は，本
判決において，委員会の主張を受け入れるのではなく，オーストリアの国
内措置が形式的にはすなわち一語一語そのままに共同体措置を実施してい
なくとも，その内容を実質的に実現している場合には義務違反とならない
可能性を認めた。このことは EC条約１７６条によるより厳格な措置が単な
る指令に定められたリストの追加という形ではなくて，国家独自の考え方
に基づくリストの作成という形でも認められるということを意味し，学説
上５１議論されているものよりもより幅広い形での国内措置が認められる可
能性が示されたといえる。
（５）C-6/03（Deponiezweckverband）事件（２００５年４月１４日先決裁定５２）
〔事実概要〕
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廃棄物の埋立てに関する１９９９年４月２６日に理事会指令１９９９／３１／ECが
採択された。その後，ドイツでは，同指令を国内実施するために，２００１年
２月２０日に一般廃棄物の環境上健全な処理に関する規則を制定し，それは
同年３月１日に発効した。Deponiezweckverband Eiterköpfe会社（以下 D
会社）は廃棄物埋立て操業の許可をドイツの Rheinland-Pfalz州に申請し
たが同国内規則に定められた基準を満たさないとして拒否された。この決
定を不服として，D会社はコブレンツ行政裁判所に訴えを起こした。これ
を受け，同裁判所は，廃棄物の埋立てに関する１９９９年４月２６日の理事会指
令１９９９／３１／ECの５条，EC条約１７６条および比例性原則の解釈に関する
先決裁定を欧州司法裁判所に求めた。
〔先決裁定〕
裁判所は，まず先決裁定を下す前提として次のことを明らかにした。
最初に注目すべきことは共同体法規が環境分野においては完全な調和を
達成することを追求していないことである。EC条約１７４条は達成される
べきある一定の共同体の目的を定めているが，EC条約１７６条は構成国に
より厳格な保護措置をとることを許可している（裁定２７段）。
EC条約１７４条２項に従い，環境に関する共同体法は共同体のさまざま
な地域における状況の多様性を考慮に入れた高い水準の保護を目指してい
る。予防原則，予防的措置がとられるべきという原則，環境損害は発生源
においてまず是正されなければならないという原則，汚染者が負担しなけ
ればならないという原則に基づいている（裁定２８段）。
当該指令は EC条約１７４条に定める目的を達成するために EC条約１３０s
条１項（現 EC条約１７５条１項）を法的根拠にして採択された（裁定２９段）。
同指令５条１項の下で，構成国は生分解可能廃棄物が埋め立てられる量
を削減するために国内戦略を設定することを義務づけられている。同規定
の下で，それらの国内戦略は同指令５条２項に定められる目標を達成する
ための措置を含んでいなければならない。同項は国内戦略が埋め立てられ
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る廃棄物の量を一定の期日までに一定の割合で削減すべきものになるべき
ことを定めている。それらの規定の文言および組成から，それらが構成国
によって達成されるべき最小限の削減を設定しており，構成国のより厳格
な措置の採択を妨げるものではないことが明らかである（裁定３１段）。
従って EC条約１７６条および当該指令は指令によって定められた最低限
の必要性を超えるより厳格な保護措置を導入することを許可している（裁
定３２段）。
このように基本的考え方を述べた上で，裁判所は，求められた先決裁定
を次のように下した。
第１の付託事項により，国内裁判所は廃棄物の埋立てに関して当該指令
により定められたものよりより厳格な要件を課する国内法の措置に対して，
EC条約１７６条に照らすと当該指令５条１項および２項に反する否かを本
質的に尋ねているとし，以下の４つの観点から審査した。（裁定３３段）。
第１に，当該指令５条２項は２０１６年より前（no later than 2016）に埋め
立てられる生物学的に分解可能な廃棄物の量は１９９５年に生じたその同様の
廃棄物の量の３５％にまでに漸進的に削減されなければならないと定めてい
る（裁定３４段）。
問題となっている国内規則は特に限界値を定めるために焼損と全有機体
炭素成分（TOC）のテストを用いている。他方，当該指令５条２項では
重量によるパーセンテージのテストが用いられている（裁定３５段）。
そのような焼損または TOCのような測定方法はそれ自体目的ではなく，
当該指令５条２項に定める目的を達成するための手段である（裁定３６段）。
埋立てとして認められる廃棄物における有機体物質の量に対する固定さ
れた基準に関して，原訴訟において当該国内規則は当該指令と同じ目的，
特に，分解可能な廃棄物を削減することによって水と大気の汚染を減らす
ことを追求するものである（裁定３８段）。
そのような基準を達成するために当該国内規則は分解可能な廃棄物が埋
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め立てられてしまう前に処理されることを要請するものである。廃棄物は
機械的にかつ生物的に処理される場合，その処理は粉砕，分類，燃焼およ
び発酵のような過程を含む（裁定３９段）。
それらすべての処理形態が当該指令と一致する。以上のことから，原訴
訟で問題となっている国内法の措置に含まれる基準とテストは指令と同じ
ように環境を保護するという同じ政策に従っている。国内規則が当該指令
の要件よりより厳格な要件を課している限り，それは EC条約１７６条の意
図するより厳格な保護措置を構成する（裁定４０―４１段）。
第２に，当該指令５条２項の下で構成国は３段階（２００１年，２００９年，２０１６
年）において廃棄物の量を削減しなければならない。当該国内規則は早い
期限，すなわち，２００５年５月３１日を設定している（裁定４２段）。
当該指令５条２項および１８条にいう「より遅くない（no later than）」
という表現はもし構成国が必要とみなすのであればより早い期限を設定す
ることを妨げるものではない（裁定４３段）。
もし構成国がこの点に関して指令よりも早い期限を設定することを選択
するのであれば，EC条約１７６条の意図するより厳格な保護措置となる（裁
定４４段）。
第３に，当該指令の５条１項および２項は生分解可能廃棄物のみに適用
される。当該国内規則は生分解可能な廃棄物のみならず，生分解不可能な
有機廃棄物にも適用される（裁定４５段）。
裁定４５段に言及されるように国内法の措置は生分解可能物質のみならず
すべての有機物質にまで拡大しているが，それは当該指令と同じ目的を追
求している。そのような措置が指令５条において定められるよりも幅広い
物質を含んでいる限り，それは，EC条約１７６条の意図するより厳格な保
護措置である（裁定４９段）。
第４に，指令５条２項は一般廃棄物を定めている。当該国内規則は，一
般廃棄物のみならず，一般廃棄物とともにあるいは一般廃棄物として処理
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される，特に廃水処理からの汚泥，建物からの廃棄物，製造に関係する廃
棄物も含んでいる（裁定５０段）。
指令５条２項が一般廃棄物のみに言及しているのは事実であるが，埋め
立てられる生分解可能廃棄物を減らすという国内戦略は指令２条（a）に与
えられた定義に入るすべての廃棄物を含んでいる。さらに，指令１条１項
は一般廃棄物とその他の廃棄物を区別することなく，埋め立てられる廃棄
物の量を削減することを目的としている（裁定５１段）。
それゆえ，上述した４つの観点に対し，そのような国内措置は EC条約
１７６条に照らして解釈される指令と合致すると結論づけられる（裁定５２段）。
付け加えて，全体としてみてもそのような措置は指令と合致する（裁定
５４―５５段）。
裁判所は，このように国内法規と指令が合致すると判断した。この上で，
裁判所は，第２の付託事項，国内措置が共同体法の比例性原則と合致して
いるか否かという問題に次のように回答した。
同問題に答えるためには，共同体の環境政策との関連で，国内法の措置
が指令と同じ目的を追求している限り，EC条約１７６条が同条が定める条
件の下で国内措置が指令によって定められる最小限の要件を超えることに
対し規定をし，またそれを許しているということが想起されなければなら
ない（裁定５８段）。
EC条約１７６条は条約に合致し，欧州委員会に通知される限り，より厳
格な保護措置を維持し，導入することを構成国に許可している（裁定５９段）。
第１の付託事項に対する先決裁定から導かれるように国内裁判所が欧州
司法裁判所に尋ねたような国内法の措置は EC条約１７６条の意図するより
厳格な措置を構成する（裁定６０段）。
EC条約１７６条の体系からより厳格な措置を採択する際，そのような措
置がいずれにせよ条約に合致していれば，構成国は共同体法により規律さ
れる権限を行使する。しかしながら，達成される保護の範囲を定めること
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は構成国に任される（裁定６１段）。
この関連において，指令により定められる最低限の要件が実施されるこ
との確保が問題である限り，共同体の比例性原則は国内法の措置が追求さ
れる目的に対し均衡性を有しかつ必要であるべきと要求する（裁定６２段）。
それに対して，条約の他の規定が関わっていない限り，その原則は EC
条約１７６条により採択され，指令により定められる最小限の要件を超えて
いる，国内法のより厳格な保護措置にはもはや適用されない（裁定６３段）。
従って，共同体法上の比例性原則は，他の条約の規定がかかわらない限
り，EC条約１７６条により採択され，環境分野において，共同体指令によ
って定められる最低基準を超えている構成国のより厳格な保護措置には適
用されない（裁定６４段）。
〔評価〕
裁判所は，環境分野においてとられる共同体措置は完全な調和を達成す
ることを追求していないこと，EC条約１７６条および当該指令はそこに定
められる最小限の必要性を超えるより厳格な保護措置を導入することを許
可していることを確認した。その上で，裁判所は４つの観点から国内措置
が当該指令に違反するか否かを審査した。そこで，裁判所は，国内法規と
共同体措置とでは目的を追求する手段において相違はあるが，追求される
目的は同じであるとし，また，共同体措置の実施を超えた内容が国内措置
において実現されていることを認めた。ここでも，国内措置が共同体措置
の単なる延長上にあるものでなくとも，共同体措置の内容が実施されてい
れば共同体法違反とはならないことが示された。
本件において，もっとも重要なのは，比例性原則に関する裁判所の判断
である。EC条約１７６条は「当該措置は，この条約と合致するものでなく
てはならない」と定める。この「条約」という文言が EC条約条文のみを
意味するのか，二次法である EC立法をも含めて解されるのかについては
議論があるものの５３，これまで学説上は EC条約条文のみならず，比例性
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原則を含めた一般原則も含むと解されてきた５４。しかし，本裁定において，
裁判所は，比例性原則は EC条約１７５条に基づく共同体の措置による最小
限の調和の領域においてのみ適用されるのであって，それを超えるより厳
格な国内の保護措置の領域には適用されないことを明らかにした５５。これ
は，指令の規定を実施する国内措置と共同体法規により定められた指令の
規定よりも厳格な基準を維持しあるいは導入する国内措置との間の根本的
な相違を裁判所が認識したものと言える５６。De Ceccoは，この相違を前者
は共同体から委任されて構成国が共同体法規を実施する場合であり，後者
は構成国に残存する権限を構成国が行使する場合として説明した５７。もっ
とも，De Ceccoは，本判決では比例性原則がより厳格な保護措置には適
用されないと判示したにとどまり，その他の一般原則や基本権の違反があ
る場合は別に判断される必要があるとの指摘を付け加えている５８。
本裁定により，構成国によるより厳格な保護措置の余地が広がったと捉
えられる。もっとも，構成国はより厳格な措置をとることが許されるので
あって，共同体法規と異なる措置をとることが認められる訳ではない５９。
本判決では，上述したように４つの観点から裁判所は国内措置が共同体措
置の内容を実現し，それを超える内容を持つものであると判断したが，こ
のようにより厳格な保護措置と異なる措置の境界線を引くことが今後裁判
所に求められると考えられる６０。
ドイツ連邦環境省は，本裁定後，すぐさま同日に，２００５年６月１日より
一般廃棄物規則の新しい時代への道が開かれるとして，同裁定に対し歓迎
の意を表した６１。
上述した C-510/99（Tridon）事件では，比例性原則が国内法に適用さ
れることが前提とされていた。同判決と本判決に一貫性を持たせるために
は，C-510/99事件判決では，EC条約に合致しないが，EC条約３０条によ
って正当化されうる，しかし，その際には比例性原則を満たしていなけれ
ばならないという主旨で用いられたのであり，EC条約１７６条との関係で
116
用いられた訳ではないと解さなければならない。
３．小括
（１）EC条約９５条と１７６条の適用条件における相違
上述した諸判例において EC条約９５条でも EC条約１７６条でも国家の単
独措置をとることが可能であるが，EC条約９５条と EC条約１７６条には適用
時に以下のような大きな相違が存在することが明らかになった。EC条約
９５条に関する最近の判例 C-512/99（Germany v. Commission）事件および
C-3/00（Denmark v. Commission）事件において，EC条約９５条４項およ
び５項の適用条件に差異があり，特に，後者の５項に基づく新たな国内措
置の導入に当たっては当該構成国にとっての特有の問題があり，正当化理
由は環境保護または労働環境に関するものに限定され，さらに，新しい科
学的証拠を示さなければならないという累積的条件を満たさなければなら
ないこと，同時に，これらの条件が厳格に適用されることが明らかにされ
た。また，その厳格さは，C-512/99（Germany v. Commission）事件にお
いて，許可申請時の法規（時際法）ではなく，欧州委員会が実際に許可す
るかどうかの審査・決定時に有効な法規（より厳格な条件の方）が適用さ
れたことからも理解される。
それに対して，EC条約１７６条は国内措置の維持と導入には差異はなく，
さらに，EC条約１７６条に関する最近の判例 C-194/01（Commission v. Aus-
tria）事件および C-6/03（Deponiezweckverband）事件では，共同体措置
をそのまま実施するのではなく，独自の実現手段を用いた国内措置の形で
あってもより厳格な保護措置として許容されるとした。
最近の判例は，EC条約９５条による国家の単独措置を制限する方向で，
他方，EC条約１７６条による単独措置を広く認める方向性を示している。
この裁判所の二つの方向性は次のような認識によると考えられる。上述し
た（．２）で見たように，EC条約９５条４条あるいは５項に基づく国家の
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単独措置はあくまでも共同体措置からの逸脱に過ぎないのであって，常に
（その「違反」に対する）正当化理由が必要である。他方，EC条約１７６条
によって許容される措置は，C-6/03（Deponiezweckverband）事件で裁判
所により強調されているように，共同体措置と国内措置が同じ目的を追求
し，国内措置は共同体措置に対するプラスアルファであると。さらに，後
述する（．３．（２））ような，EC条約１７５条に基づく環境分野における措
置は，完全な調和を達成することを追求しているわけではなく，そこで規
定されるのは最低限の基準であるという裁判所の認識（C-318/98（Forna-
sar），C-194/01（Commission v. Austria），C-6/03（Deponiezweckverband）
事件）が指摘できる。
（２）完全な調和と EC条約１７６条
完全な調和と EC条約１７６条との関係については，上述した（．３）よ
うに学説において議論が分かれている。欧州司法裁判所は，２０００年６月２２
日の先決裁定（C-318/98（Fornasar）事件）においてこの問題に言及し，
以下のような判断を下した。「共同体法規は環境分野において完全な調和
（complete harmonisation, vollstandige Harmonisierung）を達成しようと
追求していないことが理解されなければならない。たとえ EC条約１３０r条
（現 EC条約１７４条）が達成すべき共同体の目的を定めているとしても，EC
条約１３０ｔ条（現 EC条約１７６条）と指令９１／６８９が構成国により厳格な保
護措置を導入することを認めている」と６２。
さらに，欧州司法裁判所は，２００５年４月１４日の先決裁定（C-6/03（Depo-
niezweckverband）事件）においても同先決裁定に言及しつつ，この基本
的な考え方を繰り返した上で，「EC条約１７６条はそのような国家の保護措
置はそれらが条約と合致し，委員会に通知されなければならないという条
件にのみ服す」と述べた６３。
また，裁判所は次のように判示した６４。同事件において問題となってい
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た廃棄物の埋め立てに関する指令１９９９／３１／EC６５の５条（１）の下で，構成
国は生分解可能廃棄物の埋め立て量を減少させるために国内戦略を設定し
なければならない。同項において，国内戦略は指令５条２項で定められた
目標を達成するための措置を含まなければならない。指令５条２項は国内
戦略が埋め立て量がある定められた期日までにある一定のパーセンテージ
ごと減少させられるべきであると定めなければならないと規定する。それ
らの規定の文言と論理はそれらが構成国により達成されるべき最低限度の
削減を定めているのであり，より厳格な措置の採択を妨げるものでなない。
したがって，EC条約１７６条および指令は構成国に指令によって定められ
た最小限の要請を超えてより厳格な措置を導入することを許すものである
と結論づけられるとした。
指令１９９９／３１／ECが最小限の調和でなく，もし完全な調和措置であれ
ば，EC条約１７５条に基づく措置は許容されるのか否かは不明であるが，
上述した C-318/98（Fornasar）事件および C-6/03（Deponiezweckverband）
事件で欧州司法裁判所が共同体法規は環境分野においては完全な調和の達
成を目指すものではないと明言したことにより，確固とした目標が定めら
れ，そのための完全な調和が目指されている域内市場の分野とは相違があ
ることが示されたと捉えられる。
（３）比例性原則に関する EC条約９５条と EC条約１７６条との相違
最近の欧州司法裁判所の諸判例によりこれまで学説では指摘されてこな
かった EC条約９５条と EC条約１７６条の相違が明らかになった。裁判所は，
EC条約９５条に関する C-3/00（Denmark v. Commission）事件において，
共同体機関が構成国の規定とは異なる調和措置を採択した場合，構成国は
人の健康へのリスク評価を根拠に既存の国内規定の維持を求める申請をす
ることができるが，そのためには，申請する構成国はこれらの当該国内規
定が共同体の調和措置よりも高い健康保護のレベルを確保していることと
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並んで国内規定が目的を達成するのに必要なものを超えていないことを証
明しなければならないとした６６。
他方，EC条約１７６条に関する C-6/03（Deponiezweckverband）事件に
おいて，指令により定められる最低限の要件の実施確保が問題である限り，
共同体の比例性原則は国内法の措置が追求される目的に対し，均衡性を有
しかつ必要なものであるべきと要求するが，条約の他の規定が関わってい
ない限り，その原則は指令により定められる要件を超えている国内法のよ
り厳格な措置には適用されないとした６７。
このことは，EC条約９５条４条あるいは５項に基づく国家の単独措置の
場合にはそれが比例性原則に服すが，EC条約１７６条に基づく国家の単独
措置に対しては比例性原則が適用されないことを意味する。換言すれば，
EC条約９５条による単独措置と EC条約１７６条による単独措置の性質が異な
っていることを意味する。これは，上述した（．２）ように単独措置が
共同体措置と同じ目的をもっているのか否かという相違を裁判所が認識し
ているためであると考えられる。
．結語
EC条約９５条でも EC条約１７６条でも環境に関する共同体措置をとること
でき，また EC条約９５条４項もしくは５項あるいは EC条約１７６条に基づ
いて国家の単独措置をとることができる。しかし，で EC条約９５条と EC
条約１７６条に関連する判例を検討した結果，両者の適用条件の相違および
比例性原則の適用の有無における相違から，EC条約９５条に基づく単独措
置の適用はより難しく，EC条約１７６条に基づくそれはより容易になると
捉えられ，そのことは今後，両者の法的根拠選択にも影響を及ぼすと考え
られる。また，比例性原則の適用不要判断を受け，EC条約１７６条の適用
が増加し，その存在価値が高まると考えられる。
EC条約１７６条は象徴的な意味しかないという見解に関連して，さらに，
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EC条約１７６条や EC条約９５条４項もしくは５項の濫用の可能性が指摘され
る。すなわち，欧州委員会が構成国に対し指令の実施がなされていないと
し，欧州司法裁判所に訴えを提起する場合，構成国は弁護の理由として，
指令の国内実施はしていないものの，国内法の方が指令よりもより厳格な
保護を規定しているということを挙げることがあり，EC条約１７６条や EC
条約９５条４項もしくは５項の濫用の可能性があると主張されることがあ
る６８。確かに，より厳格な保護措置は，条約違反手続における構成国の主
張の中で用いられることがある６９。しかし，で見てきたように，欧州司
法裁判所はそのような EC条約１７６条，EC条約９５条４項あるいは５項に依
拠した条約違反に対する構成国の単なる反論は認めていない。裁判所が
EC条約１７６条あるいは EC条約９５条４項もしくは５項に基づく国内措置を
認める基準は非常に厳格である。また，２００２年に欧州委員会は EC条約９５
条に基づく国内措置の適用基準を公表した７０。
実際，C-6/03（Deponiezweckverband）事件判決で認められたドイツの国
内措置は共同体指令の国内実施を確保した上でのさらなる厳格な措置であ
った。共同体の措置は多くの場合理事会における構成国代表間の妥協ある
いは理事会と欧州議会間の妥協により成立しているが，EC条約１７６条は
共同体措置よりもより厳格な保護措置を構成国にとることを可能にするこ
とで，同構成国が他の構成国に対する模範機能を果たすことを促し，長期
的には共同体の水準あるいは他の構成国における環境保護の水準をも向上
させることに役立つ７１。EC条約１７４条２項２文の保護条項（Schutzklausel）
は，環境政策の例外的状況の防止や除去に寄与するのに対して，EC条約
１７６条の保護強化条項に基づく措置は先に進んでいる構成国により進んだ
環境保護を可能にするものである７２。
EC条約１７４条２項は「共同体の環境政策は…高い保護水準を目的とす
る」と定めており，環境分野における共同体の措置は高度な保護水準を目
指す（EC条約１７４条２項）ものではあるが，共同体措置が現時点で技術
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的に可能である最も高い保護の水準を示しているわけではない７３。そうで
あるからこそ，EC条約１７６条により構成国はより厳格な保護措置を維持
し，あるいは導入することができることに意味がある。
最後に欧州統合の観点から EC条約１７６条の位置づけをおこないたい。
マーストリヒト条約において，イギリスやデンマークの経済通貨同盟から
のオプト・アウト（opt out）が認められた。両国は，経済的基準を満たし
ている場合であっても経済通貨同盟に参加することを義務づけられない。
アムステルダム条約では，先行統合を可能にするより緊密な協力制度が導
入され，多段階統合が EU条約および EC条約上において認められた。EC
条約９５条４項および５項，並びに EC条約１７６条は共同体措置からの逸脱
措置を認めるものであるが，より厳格な国内措置のみが許容されるために，
オプト・アップ（opting up）条項７４とも呼ばれる。EC条約１７６条に依拠し
た国家の単独措置が共同体の基準からの継続的な例外を許すことを意味す
るが７５，上述したように，EC条約１７６条に基づく国内措置としては共同体
措置と同じ目的をもったより厳格な保護措置のみが許容されるため，欧州
統合を前に進める措置と捉えることができる。
アムステルダム条約で先行統合が制度化され，多段階統合の考えが広く
認められるようになったが，多段階統合を認容する萌芽は既に EEC条約
１００a条（現 EC条約９５条）と EEC条約１３０t条（現 EC条約１７６条）にあっ
たとも解される７６。ただ，両者は EEC条約１００a条と EEC条約１３０t条とし
て EEC条約に追加された当初とは異なり，その両者の条文の変更やで
みた判例の展開を通じた発展過程において，EC条約９５条は積極的に進め
るべき多段階統合のシステムとはみなされず，EU法の統一に対する例外
的な許容措置と位置づけられ，他方，EC条約１７６条は積極的に進めるべ
き多段階統合のシステムの一部であると位置づけられるようになり，EU
法において異なる位置づけがなされるようになったと言ってよいだろう。
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